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Recently, several types of fatigue cracks were found in diaphragm details inside steel pier 
beam just under bridge girder support details.  Most of those fatigue cracks initiate from the 
diaphragm-beam flange weld, especially at the coped slit for the longitudinal ribs passing 
through the diaphragm and below the ends of welded cover plates (shoe plates).  This study 
investigates the mechanism of the fatigue cracking through the stress evaluation by loading 
test with a real size specimen and FEM analyses, and examines several retrofit methods. 
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1．はじめに 
 

 鋼製橋脚横梁の支点部直下において，近年多くの疲労

損傷が報告されている．旧首都高速道路公団で実施した

平成 7 年～15 年度までの構造物定期点検結果によると，

点検実施橋脚数 1020 基中 94 基の橋脚の当該部位におい

て疲労き裂の発生が報告されている．この部位では，多

くの溶接継手ディテールが存在し，そのき裂の発生箇所

は図-1 に示すように多岐に渡る．調査結果によれば，発

生頻度が最も高いのは，横梁上フランジ補剛縦リブを連

続させるために設けられたダイアフラムスリットのまわ

し溶接部からのき裂（以下，タイプ 1 き裂）であり，次

いで，沓座ベース端直下の上フランジとダイアフラムの

溶接部からのき裂（以下，タイプ 8 き裂）である．上フ

ランジとダイアフラムの溶接部に発生したこれらの疲労

き裂が大きく進展すると，支承陥没の危険性があるため，

当該部位の疲労損傷発生原因を究明するとともに，補

修・補強対策を早急に講じることが必要である． 
 事前に行われた疲労き裂に関する分析結果 1), 2)によれ

ば以下の点が報告されている．き裂が発生している横梁

の多くは上部構造の架け違い部（横梁断面に 2 つの支承

部が存在）である．また，き裂は沓座ベース端で多く発

生し，沓座直下でのき裂発生は少ない．さらに，上フラ

ンジの補剛縦リブ本数によって，沓座ベース端とダイア

フラム－縦リブ交差部の位置関係が変わるため，発生す

るき裂タイプが異なる．また，図-2 に示すように，上フ

ランジ厚が 19mm 以上になるとタイプ 8 き裂の発生例は

無いが，縦リブ交差部で発生するタイプ 1 き裂やタイプ

2 き裂は板厚に関係なく発生している． 
 以上を踏まえ，本検討では，首都高速道路から撤去さ

れた橋脚の一部を試験体として用い，静的載荷試験なら

びに疲労試験，FEM 解析を実施して，当該ディテール，
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図-1 横梁に発生する典型的なき裂の種類 
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特に実橋脚で最も多く発生しているタイプ 1 及びタイプ

8 き裂発生位置の応力性状から疲労き裂の発生メカニズ

ムを検討した．また，疲労試験で発生した疲労き裂に対

する補修・補強策について検討を行った． 
 

2．応力発生メカニズムの解明 
 
2.1 試験体の概要 
 本検討に用いた実物大試験体を図-3に示す．沓座部は

橋軸（横梁軸直角）方向に2つあり，上下フランジには縦

リブが3本配置されている．また，着目する横梁上フラン

ジとダイアフラムとの溶接部は7mmサイズのすみ肉溶

接となっている．梁フランジとダイアフラムの溶接，及

びダイアフラムと縦リブの交差部の形状など，本試験体

の構造は，本試験体が製作された1980~1981年当時の首

都高速道路公団の標準的な構造である． 
 試験体は柱底部を試験室フロアに固定し，梁部先端の

下フランジ下面を架台で支持した．また，静的載荷試験

の載荷パターンは，既往の実働応力計測結果 2)を参考に，

着目するダイアフラムの応力性状が実橋脚と同様となる

ように決定した．LC2，LC3 載荷は沓座部直上への載荷

であり，LC1，LC4 載荷は鉛直力だけではなく沓座部に

回転力を与える載荷である．なお，疲労試験では，ジャ

ッキ本数の制約から LC2 載荷と LC3 載荷を同時に行う

LC5 載荷を採用した． 
 
2.2 FEM解析の概要 
 試験体の解析モデルを図-4 に示す．着目するダイアフ

ラム近傍のモデル化にはソリッド要素を用い，それ以外

の範囲についてはシェル要素を用いた．タイプ 1 き裂な

らびにタイプ 8 き裂発生点近傍におけるすみ肉溶接部の

要素寸法は 2mm 程度である．この程度の要素寸法では，

き裂発生点（止端部やルート部）の応力値そのものを評

価することはできないが，応力発生のメカニズムや補

修・補強策の適用による応力低減効果は評価できるもの

と考えられる．なお，解析には汎用解析コード COSMOS 
/ M を使用した． 
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図-2 き裂タイプと上フランジ厚の関係 
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図-3 試験体 
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2.3 FEM 解析結果 
 静的載荷試験によって計測されたダイアフラムの鉛直

方向応力を解析結果と比較すると図-5 のようになる．こ

こで，計測点は上フランジとダイアフラムとのすみ肉溶

接止端から 10mm 離れた位置である．いずれの位置にお

いても解析結果と試験結果は良く一致しており，特に沓

座ベースの直上載荷である LC2 載荷と LC3 載荷におけ

る両者の差異は小さい．また，解析から得られた着目部

の主応力分布を図-6 に示すが，各部の主応力の大きさと

方向も試験結果と良く一致し，かつ実働応力計測 2) と同

様の傾向を示している．ただし，沓座に回転力が作用す

る LC1 載荷，すなわち車両が橋脚直上から離れた位置を

走行している場合の実働応力値は本試験値や解析値より

も小さく，本試験で導入した回転力が実橋脚よりも大き

いことが推測される．しかし，前章で述べたように，本

検討ではタイプ1き裂とタイプ8き裂を同時に発生させ，

その補修・補強策を検討することを目的として，図-3 や

図-4 に示す載荷方法を採用している．  
 
(1) タイプ 1 き裂発生点 
 スリット側まわし溶接止端から発生するタイプ 1 き裂

は図-2 に示したように，実橋脚において最も多く確認さ

れているき裂である．図-7 に解析から得られたダイアフ

ラムの溶接止端における鉛直方向応力分布を示す．また，

図-8 に LC2，LC3 載荷時の中央リブまわりの変形図を示

す．スリット側の沓座直上に載荷される LC2 載荷時には，

一様な圧縮応力が作用しているが，こば面に近づくにつ

れ急激に減少している．また，図-8(a)に示すように，LC2
載荷時には，上フランジ下面とスリットこば面のなす角

は大きく，開口部が開く変形となっている．こば面近傍

で応力が急激に減少しているのは，この局部的な変形に

よって生じる引張応力と沓座から伝達される鉛直力によ

って生じる圧縮応力が相殺されるためと考えられる．一

方，図-8(b)に示すように，LC3 載荷時には，開口部が閉

じる変形となっており，この局部変形によって，スリッ

トこば面近傍で大きな圧縮応力が発生している．このよ

うに，タイプ 1 き裂発生点に作用する応力は，沓座から

伝達される鉛直力とスリット部の局部的な変形に起因す

ると考えられる． 
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図-6 FEM 解析より得られた主応力分布 
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図-4 FEM 解析モデル 
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図-5 試験結果と解析結果の比較 
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 上フランジ厚をパラメータとして実施した FEM 解析

の結果を図-9 に示す．スリットこば面近傍の応力は，フ

ランジ厚が大きいほど，LC2 載荷時には小さく，LC3 載

荷時には大きくなっている．すなわち，フランジ厚の増

加は必ずしも有利には働かず，特に止端部からのき裂発

生に大きな影響を与える LC3 載荷においては，本検討の

範囲内であるが，板厚増加により応力値が若干増加して

いる．実橋脚におけるタイプ 1 き裂の発生点とフランジ

厚との関係についての詳細調査は今後の課題とするが，

この傾向は，図-2 に示したように，実橋脚で本き裂タイ

プが板厚に関係なく生じていることと一致している 3)． 
 
(2) タイプ2き裂発生点 
 図-7に示したとおり，スカラップ側ダイアフラムにお

けるまわし溶接止端部から離れた位置の鉛直方向応力は，

スリット側とほぼ同様となっている．ただし，本解析が

タイプ1き裂を対象としたモデルであり，要素寸法が異な

るために応力値を直接比較することはできないが，スカ

ラップ側ではダイアフラムと縦リブが連結されているた

めに，反対側の沓座載荷（LC2載荷）時の沓座の相対変

位に起因した局部応力の発生範囲はそれほど大きくない．

また，直上の沓座載荷（LC3載荷）時には，スリット側

で見られたこば面近傍での応力低下が見られず，こば面

近傍で圧縮応力が増大している．図-6の主応力分布を見

てみると，LC2載荷時とLC3載荷時では主応力の正負が

交番していることがわかる． 
 
(3) タイプ5き裂発生点 
 図-1に示したように，タイプ5き裂はスリット下方のR
部から発生し，上フランジの方向に伝播する．図-8の変

形図に着目すると，スリットR部が変形する方向はLC2
載荷時とLC3載荷時とでは反対であり，図-6に示すよう

に，作用応力も正負が交番し，非常に大きな範囲の繰返

し応力が作用している． 
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(b) LC3載荷 
 

図-8 中央リブ付近の変形図 
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図-9 タイプ1き裂発生点付近の溶接止端応力に及ぼす 

上フランジ厚の影響 
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図-7 中央リブ付近の溶接止端応力 
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(4) タイプ8き裂発生点 
 図-2からわかるように，タイプ8き裂も実橋脚において

数多く確認されているき裂タイプである．このタイプの

き裂は沓座ベース端直下の上フランジとダイアフラムの

溶接ルート部から発生している．解析から得られた溶接

ルート部の鉛直方向応力分布を図-10に示す．LC1載荷な

らびにLC2載荷において，応力は沓座ベース端直下に集

中している．タイプ8き裂が沓座ベース端直下を起点とし

ているのはこの大きな応力集中のためである．  
 上フランジ厚をパラメータとして実施したFEM解析

の結果を図-11に示す．これより，沓座ベース端直下の応

力集中は，いずれの載荷ケースにおいても，板厚が大き

いほど小さくなっていることがわかる．図-2で本き裂タ

イプの発生が板厚の小さい場合に集中しているのは，こ

のことに起因しているためと考えられる． 
 
3．疲労き裂の発生・進展状況の確認 
 
 疲労試験における載荷点は LC1，LC5 ならびに LC4 の

3 点とし，図-3(e)に示したような載荷波形で繰返し載荷

を行った．荷重範囲は静的載荷試験結果を参考に，タイ

プ 1,2 及び 8 き裂を載荷回数 200 万回以内に発生させる

ことを意図して 450kN とし，下限荷重は 30kN とした． 
 
(1) タイプ 1 き裂 
 疲労試験で観察された中央リブ付近でのタイプ 1 き裂

を写真-1，写真-2 に示す．写真-1 は 133 万回到達時，写

真-2 は 180 万回到達時に撮影されたものである．また，

ダイアフラム表裏面の溶接部表面で観察されたき裂長さ

と繰返し載荷回数の関係を図-12 に，溶接止端ならびに

スリットこば面から 10mm 離れた位置で計測したき裂発

生点付近の作用応力振幅と繰返し載荷回数の関係を図

-13 に示す． 

 繰返し載荷回数が 80 万回に到達した時点で，ダイアフ

ラム側のまわし溶接止端部を起点とするき裂が観察され

た．このき裂は，溶接部を上フランジに向かって進展し

た．図-12 に示すように，ダイアフラム表裏面とも，130
万回付近でき裂進展速度が急激に大きくなっている．こ

れは，写真-1，写真-2 に示したように，溶接ルート部か

ら発生したき裂がビード表面まで進展したためである．

まわし溶接止端部から発生したき裂は，このルートき裂

と合体（横梁中央側）もしくはルートき裂の背面となっ

て停止した（梁・柱接合側）．ルートき裂は溶接部に沿っ

て進展を続けたが，試験を中断した 250 万回の繰返し載

荷では上フランジに達することはなかった． 
 本き裂タイプに関しては，実橋脚においても，溶接止

端部と溶接ルート部を起点とするき裂がそれぞれ単独で，

もしくは本試験のように両方とも観察されている．また，

溶接止端部から発生したき裂は上向きに進展したが，こ

れも実橋脚において観察されている挙動である． 
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図-11 沓座ベース端付近の溶接ルート応力に及ぼす 
上フランジ厚の影響 
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図-10 沓座ベース端付近の溶接ルート応力 
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(2) タイプ 8 き裂 
 タイプ 8き裂はタイプ 1き裂発見後の 90万回到達時に

初めて観察された．実橋脚と同様に，この疲労き裂は沓

座ベース端直下を起点としたルートき裂であり，溶接部

に沿って進展した．LC1 載荷側の沓座ベース端直下で観

察されたタイプ 8 き裂を写真-3 に示す． 
 本き裂のき裂長さと繰返し載荷回数の関係を図-14 に，

溶接止端から 10mm 離れた位置で計測した沓座ベース端

直下の作用応力振幅と繰返し載荷回数の関係を図-15 に

示す．図-12 に示したタイプ 1 き裂に比べ，本き裂は発

見当初から大きい速度で進展したため，試験続行のため

に，後述する補修・補強を繰返し載荷回数が 100 万回に

達した時点で行った． 
 本疲労試験では，タイプ 1 き裂とタイプ 8 き裂，なら

びにいくつかのタイプ 7 き裂（沓座ベース取付け溶接部

からのルートき裂）が観察され，2 章で議論したタイプ 2

き裂やタイプ 5 き裂は観察されなかった． 
 

4．補修・補強策の検討 
 
 ここでは，実橋脚での発生頻度が高く，本疲労試験で

も観察されたタイプ 1 き裂ならびにタイプ 8 き裂に対す

る補修・補強策について述べる．補修・補強策としては，

①上フランジとダイアフラムとのすみ肉溶接部を完全溶

け込み溶接を用いて再溶接する方法，あるいは②既設の

沓座ベースを撤去し，1 枚の大きいサイズの沓座ベース

をボルト接合により再設置する方法などが考えられる．

しかしながら，これらの策を供用中の実橋脚に講じる場

合には，多大な労力を要することが予想される．そこで，

本検討では，施工性に優れた小型の当板部材による補

修・補強策について検討した． 
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写真-1 133万回到達時におけるタイプ1き裂の状況 
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図-12 タイプ 1 き裂のき裂長さと繰返し載荷回数との関係 
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写真-2 180 万回到達時におけるタイプ 1 き裂の状況 
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図-13 タイプ 1 き裂発生点近傍における応力振幅と 

繰返し載荷回数との関係 
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4.1 タイプ1き裂に対する補修・補強策 
 上述したように，タイプ1き裂発生点に作用する応力は

沓座から伝達される鉛直力とスリット部の局部的な変形

に起因する．それゆえ，作用応力を低減させるためには，

これら2つの要因に対する策を講じる必要がある． 
 
(1) FEM解析による検討 
 試験体を用いた検証に先んじて解析的評価を行った．

図-16 の解析モデルは，これらの要因に対して抑制効果

を発揮するものと予想される対策を示している．対策構

造Aはスリット部の局部変形を抑制するためにダイアフ

ラムと縦リブに L 型形状の当板部材をボルト接合する構

造であり，対策構造 B は上フランジとダイアフラムとの

溶接部を介して伝達される力を低減するために上フラン

ジとダイアフラムに L 型の当板部材をボルト接合する構

造である．図-16 には示していないが，対策構造 C とし

て，上フランジと縦リブに L 型の当板部材をボルト接合

する構造についても解析を行った．なお，本解析ではボ

ルト継手はモデル化していない． 
 図-17 の解析結果は，スリットこば面における鉛直方

向応力の変化を示している．これからわかるように，対

策構造 A が適用された場合，LC3 載荷時においては圧縮

応力が大きく低減するものの，LC2 載荷時には逆に圧縮

応力が大きくなっている．これは，スリット部の局部変

が強く拘束され，この局部変形により生じる引張応力が

抑制されたために，沓座から伝達される力に起因した鉛

直方向の圧縮応力が顕著に現れたものと考えられる．一

方，対策構造 B や対策構造 C が適用された場合，すべて

の載荷ケースで応力は低減するが，LC1 から LC4 までの

移動載荷時に発生する応力振幅を考えると，その低減効

果は対策構造 A が最も大きいといえる． 
 図-18には，補強前モデル，対象構造Aおよび図-19に
示す対象構造Dについて，LC2ならびにLC3載荷時の溶接

止端部と溶接ルート部に沿う鉛直方向応力分布を示して

いる．図-18(a)に示す溶接止端部に沿う分布では，図-17
に示した結果と同様に，対象構造Aを施すことによって

まわし溶接部止端部の応力はLC2載荷時には増大してい

るが，LC3載荷時には大きく減少している．しかしなが
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写真-3 92 万回到達時におけるタイプ 8 き裂の状況 
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図-14 タイプ 8 き裂のき裂長さと繰返し載荷回数との関係 
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図-15 タイプ 8 き裂発生点近傍における応力振幅と 

繰返し載荷回数との関係 
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ら，図-18(b)に示すように，タイプ1き裂のもう一方の起

点である溶接ルート部の応力は，対策構造Aの適用によ

って増大する傾向がある．そのため，次のステップとし

て，対策構造Aと対策構造Bを同時に適用することを考え

た．図-19の解析モデルは，ダイアフラムと上フランジ，

縦リブを一部材で連結する構造（対策構造D）を示して

いる．図-18から，対策構造Dを適用することによって，

溶接止端の応力も溶接ルート部の応力も十分に低減して

いることがわかる．また，タイプ2き裂発生点における応

力も十分に低減している．なお，ここには示していない

が，この対策構造Dの適用によって，タイプ5き裂発生点

の応力もまた十分に低減した． 
 
(2) 試験体を用いた検証 
 上記で確認された対策構造の適用効果を実橋脚におい

ても発揮させるためには，当板部材と上フランジとの連

結を確実に行うことが重要となる．写真-4 に示すように

沓座が箱形式である場合（写真左側）には，当板部材と

上フランジとの接合にワンサイドボルト（高力ボルト）

を適用することができる．実際，試験では，対策構造 D
を適用するに際し，箱形式となっている沓座側にワンサ

イドボルトを用い（写真-5 参照），効果確認のための静

的載荷試験を行った．その結果，解析結果と同程度の応

力低減が確認された． 
 しかしながら，実橋脚においては，多くの沓座がプレ

ート形式であり，仮に箱形式である場合でも，ワンサイ

ドボルトを適用できるだけの十分な空間がない場合が多

い（写真-4 右側）．そこで，本検討では，ワンサイドボ

ルト適用に代替する方法を模索することとした． 
 まず，き裂発生点での応力低減効果を明確にするため，

疲労損傷の無い健全なダイアフラムを用いた検討を行っ

た．このダイアフラムは試験体の支持点直上に位置する
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図-17 対策構造 A, B, C の適用による溶接止端応力の変化 
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図-18 対策構造 A, D の適用による鉛直方向応力の変化 
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が（図-3参照），本検討では，支持条件は変えずに載荷位

置のみ着目ダイアフラム直上に移動した．表-1に検討し

た対策パラメータを示す．表中のFはフィラープレート

が設置されたことを示し，Bは高力ボルトによる締付け

がなされたことを示す．ケースA1，A2およびA4におけ

る当板部材と上フランジとのボルト接合は沓座ベースの

外側で行った．また，ケースA4，A5では，上フランジと

フィラープレートとの間に，隙間を充填する目的で鉄粉

入りのエポキシ樹脂を適用した．なお，適用された厚み

は1mm程度であった．さらに，ケースA5では，フィラー

プレートと当板部材との間の隙間を小さくするため，写

真-6に示すように，充填材硬化後に油圧ジャッキを用い

たリフトアップ施工を行った．導入力はおよそ50kNであ

る．なお，文献4)では，鋼床版垂直補剛材すみ肉溶接部

に着目し，当板部材と垂直補剛材とのボルト接合におい

て，テーパーカラーを用いて当板部材を持ち上げること  

が，当板部材とデッキプレートとの密着度を高め，着目

部位の応力低減に有効であるとしている． 
 静的載荷試験により確認されたタイプ 1 き裂発生点近

傍における鉛直方向応力の変化を図-19 に示す．上述の

対策構造 B に類似したケース A1 を適用した場合の応力

低減はわずかであるが，これは，当板部材と上フランジ

とのボルト接合位置がダイアフラムから離れた沓座ベー

スの外側であったために，確実な密着が得られなかった

ことに起因しているものと推測される．また，上述の対

策構造 A に類似したケース A3 を適用した場合には，LC3
載荷時において明確な応力低減が確認されたが，LC2 載

荷時の応力低減は無かった．さらに，対策構造 D に類似

したケース A2 を適用した場合には，すべての載荷ケー

スで応力の低減を確認することができた．特に大きな応

力低減効果を発揮したのは，充填材の適用やリフトアッ

プ施工の実施により，当板部材と上フランジとの密着性

を高めたケース A4 と A5 であった． 
 次に，疲労損傷を有する横梁中央側のダイアフラムを

対象に，特に疲労き裂先端近傍の応力の変化に注目して

静的載荷試験を実施した．表-2に検討した対策パラメー

タを示すが，ここでは健全ダイアフラムを用いた検討で

ケースA4とA5が最も大きな効果を示したことから，沓座

ベースの外側における当板部材と上フランジとのボルト

接合の有無，充填材適用の有無，リフトアップ施工実施

の有無をパラメータとしたケースA6～A8を追加した．  
静的載荷試験により確認されたき裂先端近傍における

鉛直方向応力の変化を図-20に示す．いずれのケースにお

いても50%程度の応力低減が認められるが，充填材を適 

表-1 健全ダイアフラムを用いて検討した対策パラメータ 

F B F B F B
補強前

ケースA1 ○ ○ ○ ○

ケースA2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA3 ○ ○ ○ ○

ケースA4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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図-19 健全ダイアフラムの静的載荷試験結果 

 

 
 

写真-6 リフトアップ施工 

表-2 損傷ダイアフラムを用いて検討した対策パラメータ  

F B F B F B
補強前

ケースA2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ケースA8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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図-20 損傷ダイアフラムの静的載荷試験結果 
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用したケースA4，A5，A8の低減効果が特に高い．また，

その中でも，写真-6に示したように，ダイアフラム近傍

でリフトアップ施工を実施し，上フランジとのボルト接

合を実施しないケースA5が最も優れた低減効果を示し

た．これは試験体と当板部材の直角度が異なったために，

沓座ベースの外側における上フランジとのボルト締付け

が，ダイアフラム近傍でのリフトアップ効果を減少させ

るように作用し，当板部材と上フランジとの密着度が低

下したことに起因すると推測される． 
 また，これらの補強構造設置に伴う，横梁上フランジ

と縦リブ溶接部のフランジ側応力の増加は見られず，若

干減少する傾向にあった． 
 以上の検討結果から，疲労試験ではケース A5 を適用

し，その効果の疲労耐久性を確認することとした． 
 
4.2 タイプ8き裂に対する補修・補強策 

 3 章で述べたように，溶接ルート部を起点とするタイ

プ 8 き裂は，沓座ベース端直下に生じる大きな応力集中

に起因して発生する．それゆえ，このタイプのき裂に対

する補修・補強策として，沓座ベース端直下での荷重抵

抗面積を拡大し，溶接部を介して伝達されていた応力を

低減する方法を考えた．この場合，リブを取付けた L 型

形状の当板部材を上フランジとダイアフラムにボルト接

合する方法も考えられるが，ここでは，図-21 に示すよ

うに，き裂先端にストップホールを設けた後，T 型形状

の部材を沓座ベースの外側で上フランジにボルト接合し，

L 型形状の部材を用いて T 型部材とダイアフラムをボル

ト連結する方法について検討した．これは，部材を分割

することで，1 部材あたりの重量を軽減するとともに，

部材設置精度の向上を図ったためである．また，図-21
および後述する写真-7 に示すように，当板部材が非常に

大きいのは，ボルト列数，すなわち当板部材の大きさが

着目溶接部の応力低減効果に及ぼす影響について検討す

るためである．なお，ストップホールは補修・補強後に

再開する疲労試験でのき裂進展の有無を確認するため，

き裂先端から 50mm 離れた位置に設置した． 
 ボルト列数をパラメータとして実施した補強効果確認

のための静的載荷試験結果を図-22に示す．ここでは疲労

試験の載荷パターンであるLC1，LC5およびLC4の載荷ケ

ースで静的載荷試験を行った．図-22(a)はき裂先端，図

-22(b)は隣接するスリットこば面での計測結果であり，

いずれも鉛直方向応力（表裏面の膜応力）を示している．

これより，き裂先端における作用応力は，ボルト列数が

多いほど若干小さくなる傾向にあることがわかる．また，

スリットこば面における作用応力は，ボルト列数が多い

ほど増大する傾向にあった．これは，当板部材の設置範

囲が広いほど，部材が設置されている範囲のダイアフラ

ムが変形しにくくなり，スリット開口部の変形がより上

フランジ－ダイアフラム接合部に集中するためであると

考えられる． 

 以上の結果から，設置するボルト列数は 2 列程度（部

材長さとしては 200mm 程度）で良いと考えられたが，

本試験条件から推測される作用断面力を用いて継手計算

を行った結果，必要ボルト列数は 4 列と算出された．そ

のため，スリットこば面における作用応力の増大が懸念

されたが，写真-7 に示すように，試験体に適用するボル

ト列数は 4 列とした． 

 

(a) ストップホール設置 (b) 補強部材設置 
 

図-21 タイプ 8 き裂に対する補修・補強策 
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図-22 ボルト列数をパラメータとした静的載荷試験結果 
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5．補強効果の疲労耐久性の確認 
 
 疲労試験で発生したタイプ 1 き裂とタイプ 8 き裂を対

象に，ストップホール施工ならびに 4 章で検討した補強

構造の適用を行った．タイプ 8 き裂に対しては 100 万回

到達時，タイプ 1 き裂に対しては 250 万回到達時にこれ

らの対策を施し，最終的に 450 万回まで繰返し載荷を行

った． 
 疲労試験終了後に当板部材を撤去し，き裂進展の有無

を確認した．その結果，タイプ 1 き裂に関しては，先行

していた梁・柱接合部側のき裂に進展はなく，遅れてい

た横梁中央側のき裂が梁・柱接合部側のき裂長さ程度に

まで進展していた．しかしながら，き裂前方の少し離れ

た位置に設けたストップホールには至っておらず，スト

ップホールからの新たなき裂発生も確認されなかった．

また，タイプ 8 き裂に関してもき裂の進展は無く，スト

ップホールからの新たなき裂発生も確認されなかった．

さらに，タイプ 8 き裂に対する補修・補強策の適用によ

って応力の増大が懸念されたスリットこば面においても，

新たな疲労き裂の発生は確認されなかった． 
 
6．おわりに 
 

 鋼製橋脚横梁支点直下ダイアフラムの疲労損傷に対す

る補修・補強策について検討するため，実物大試験体を

用いた疲労試験ならびにFEM解析を実施した．本検討か

ら得られた知見を以下に示す． 
(1) タイプ 1 き裂発生点に作用する応力は，沓座から伝

達される鉛直力とスリット部の局部的な変形に起因

する． 
(2) 本検討の範囲では，上フランジ厚が大きくなっても，

タイプ 1 き裂発生点に作用する圧縮応力の低下は見

られなかった． 
(3) タイプ 1 き裂に対する補修・補強策として，ダイア

フラムと上フランジ，縦リブを一部材で連結する構

造について検討した．この当板部材と上フランジの

連結に高力ボルト（ワンサイドボルト）が利用でき

ない場合，充填材の適用やリフトアップ施工の実施

が代替案の 1 つとなりうる． 
(4) タイプ 8 き裂の発生原因は，沓座ベース端直下の溶

接部における応力集中であるが，この集中は上フラ

ンジ厚が大きくなると緩和される． 
(5) タイプ 8 き裂に対する補修・補強策として，上フラ

ンジに T 型形状の部材を設置し，この部材を L 型形

状の部材でダイアフラムに連結する構造について検

討した．き裂を有する試験体に適用し，補強効果の

疲労耐久性を確認した結果，350 万回の繰返し載荷で

はき裂の進展は確認されなかった． 
  

今回，タイプ 1 き裂に対する補修・補強策の一要素と

して充填材すなわち樹脂材料を使用した．本試験条件で

200 万回の繰返し載荷に耐え得ることを確認したものの，

実施工で適用するためには，制約された施工時間内での

養生方法の開発や疲労特性の解明などいくつかの問題が

残っている．今後，これらの課題に取り組み，信頼性の

高い補修・補強策を構築していく所存である． 
 また，本研究で示したように，沓座端部の応力集中や，

縦リブとの交差部での局部変形に起因して，鋼製橋脚支

点直下ダイアフラムにおいて多くの疲労き裂が発生した

ことから，現在，首都高速道路株式会社の当該部位の設

計においては，①ダイアフラムと上フランジの溶接は完

全溶込み溶接，②縦リブとの交差部にスカラップを設け

ない，③2 つの支承が有る場合には沓座を連続化（1 枚板

化）することとしている． 
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写真-7 疲労試験で適用したタイプ 8 き裂に対する補強構造 
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